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はじめに

当委員会は，昨年５月以来，９回会議を開催

し，建設産業の再編の可能性と再編の促進に向け

た施策のあり方について検討を行ってきたとこ

ろ，昨年１０月に中間とりまとめを行ったが，その

後の検討成果を加え，建設産業の再編に向けた基

本的考え方，行政のとるべき基本的施策について

整理をし，最終報告とするものである。

建設産業再編についての
基本的考え方

� 建設産業の現状と将来見通し

・建設投資が中長期的に縮小傾向にある中，従来

右肩上がりの投資に対応して増え続けた建設業

者は減らず，供給過剰感がこれまでになく強ま

っている状況である。

・大手ゼネコン等は厳しいリストラにより経費を

削減し，受注高の大幅な減少にもかかわらず，

利益を出しているが，リストラ努力による利益

確保には自ずと限界がある。市場が縮小する中

で，企業間の競争激化は避けられず，企業は生

き残りをかけて経営基盤の強化の取り組みを迫

られている状況にある。

・当面は，民間需要の落ち込みが先行しているこ

とから，影響は大手ゼネコン等に表れるが，政

府の建設投資が減少する中，公共事業依存度の

高い地方の中堅・中小建設業者への影響も必至

である。

� 建設産業再編の可能性と必然性

・建設産業については，規模の利益が働かず，合

併等の再編が起こりにくいと指摘されるが，建

設投資が減少する市場構造の激変の中，従来と

異なる動きとなる可能性がある。

・スーパーゼネコンは経営規模を生かした多額の

技術開発により，市場で優位な立場に立ってい

るなど，限定的にせよ建設産業においても規模

の利益は存在している。

・従来建設産業で大きな再編・淘汰が起こってこ

なかったのは，市場が長期にわたって拡大して

きたことにより，各企業も自然と成長し，企業

間連携による規模の利益を求めてこなかったこ

とが大きな要因である。

・最近１０年間をみると，他産業においては，バブ

ル後の国内市場の急激な縮小に対応して合理化

と生産性の向上で利益確保を図ったが，建設産

業では政府投資が民間需要をカバーし，市場の

変化は比較的小さい。

・急激な市場の縮小の中で生き残るためには，他

産業と同様，企業経営の合理化を図り工事の品

質を確保しつつ生産性を上げていくことが不可

欠であり，企業の経営合理化，経営基盤の強化

のために，経営統合等の再編が迫られるものと
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認識している。

� 建設産業再編に向けての行政の役割

企業経営はそれぞれの企業の経営者に委ねられ

るものであり，行政が個別の企業の経営に立ち入

ることは適切でない。行政の果たすべき役割は以

下の３点である。

� 建設産業に対する基本的方向の提示

建設産業の置かれている状況を明確にし，進む

べき方向や行政の基本的方向を提示すること。

� 適切な環境整備

再編を通じて企業の経営基盤が強化され，建設

産業全体の健全な発展を進めるための環境整備を

行うこと。

�）市場を通じた再編・淘汰を促すため，市場

メカニズムが十分に働くようにすること

公共部門の発注は，品質を確保しつつ公平な

競争のもとに透明性の高い手続きで受注者選定

が行われなければならず，その点で自由に企業

を選択できる民間主体の発注と異なるが，市場

を通じた再編・淘汰を促すため，市場の約２分

の１を占める公共部門の発注を市場原理に沿っ

たものとすることにより，建設市場で市場メカ

ニズムを十分に働かせることが必要。

�）企業経営の自由度を増し，経営環境の変化

に対して最も合理的な組織再編を行えるよう

にすること

不良・不適格業者の排除を徹底しつつ，企業

が自由な組織再編を行えるよう，許認可手続き

の円滑化や建設産業に対する諸規制の見直しを

行い，経営の自由度を高めることが必要。

�）企業間の技術提携等を支援し，研究開発・

技術開発を促進すること

建設産業の技術力の維持・向上を図るための

研究開発投資には，安定的な経営基盤と企業規

模が必要であり，再編を視野に企業間の技術面

の連携を促進することが必要。

�）経営統合等の再編に向けてインセンティブ

を付与すること

企業にとってはマイナスも伴う組織再編は，

建設産業全体の構造を変革し，産業の健全な発

展を促すために不可避であることから，産業構

造全体の変革を進めるための措置としてインセ

ンティブの付与が必要。

� 再編に取り組もうとする企業への助言

企業の的確な経営判断を促すため，要請に応じ

て助言を行うこと。

再編促進のための具体的な
取り組み

� 市場メカニズムを働きやすくする環境整備

� 大規模工事に係る履行保証割合の引上げ

大規模工事において，履行保証割合を引き上げ

ることにより，経営の悪化した企業に対して，銀

行の与信枠により公共工事の受注への歯止めを期

待。国以外の公共工事発注者においても，国の場

合と同様の大規模工事，都道府県等の議会承認案

件に係るような重要な工事に限定して，同様の措

置を導入していくことを期待する。

� 特定 JV工事に係る履行保証の導入

特定 JV工事にも履行保証を導入することによ

り，経営の悪化した企業の公共工事の受注，特に

JVスポンサーとなる受注への歯止めを期待して

いる。

� 前払金保証料率の格差の導入

企業の信用力に応じた前払金保証料率への見直

しが将来的には必要であり，各保証事業会社にお

いて引き続き検討されることを期待する。

� 入札参加時点での保証制度等の導入

・一般競争入札の対象となるような大規模工事に

ついては，長期間にわたる工事に必要なファイ

ナンスが十分できる経営力のある企業間の競争

により受注者選定が行われることが適当であ

る。

・経営事項審査の経営状況分析は，財務諸表ベー

スのものであり，変動リスクを捕捉できないな

どの限界があり，大規模工事について入札参加

時点に保証の取得を求める制度の導入を検討す

べきである。

・その際，前払金制度についても，部分払制度の

導入と併せて見直す余地はないか検討すべきで
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ある。

・さらに，公共工事の受注者の破綻リスクを負う

こととなる下請企業の保護の観点からの保証制

度の導入についても検討すべきである。

� 多様な企業経営の実現のための条件整備

主として証券取引法適用企業を対象とする。な

お，中小・中堅建設企業への適用についても，財

務内容の透明性，公正性を確保しつつ，適用対象

や適用条件を含めて検討すべきである。

� 会社分割等に係る建設業許可の円滑化

会社分割による場合についても，合併や営業譲

渡と同様に，事前打合せの活用による許可の円滑

化を措置すべき。建設業許可の地位承継を可能と

する法律改正も検討すべきである。

� 会社分割および持株会社設立に係る企業評価

の適正化

�）会社分割における実績の承継

会社分割についても，企業経営上は営業譲渡

と同様の効果をもたらすものであることから，

承継会社等への実績の承継を措置すべきであ

る。

�）持株会社化に伴う子会社の評価の適正化

持株会社に異動した職員等は実態的には子会

社の経営に係る職務を担うものであり，子会社

の一部として評価することが適当である。

� 持株会社等における技術者のグループ内異動

の弾力化

ペーパーカンパニー等の不良・不適格業者の排

除に留意しつつ，これと矛盾しない範囲において，

グループ経営等による経営合理化メリットを阻害

しないよう，持株会社と１００％子会社の間等での

技術者のグループ内異動を可能とすることが適当

である。

� 親会社から子会社への請負の取扱い

グループ経営企業における業務運営の合理化を

図る観点から，従前同一企業の内部の部門間で分

担していた点を踏まえ，一括下請負の判断基準に

ついて弾力化を検討すべきである。

� 経営合理化のための建設業許可要件の見直し

建設業許可要件としての営業所の専任技術者の

設置および経営業務管理責任者に関する要件につ

いて，その合理性等を検討すべきである。

� 技術研究開発を通じた企業間の連携支援等

技術研究開発を通じて，民間企業の連携を進

め，建設技術革新を図ることを目的に，複数の民

間企業等が共同して実施する技術研究開発の支援

を検討すべきである。

さらに，総合評価方式など技術力が反映できる

発注方式の一層の活用や，技術力評価結果の企業

選定への活用推進等を通じて，技術研究開発を通

じた連携を進める環境整備を行うことが必要であ

る。

� 再編促進のためのインセンティブの付与

� 持株会社による経営統合に係る点数加算措置

持株会社を活用した経営統合は，建設企業の経

営基盤の強化と経営の効率化を図る上で有効な手

段であることから，これを支援するため，合併等

の場合に準じて資格審査の総合点数の加算措置を

講ずることが適当である。

� 機能別のグループ再編に対する企業評価の特

例措置

機能別のグループ再編において活用を期待。

� 経常 JV制度の活用（大手ゼネコン等の経営

統合に向けた経常 JV制度の創設）

大手ゼネコン等についても，経営統合を促進す

る観点から，経常 JVの結成を認めることが適当

である。

� そ の 他

� 不良・不適格業者の排除の徹底

入札・契約適正化法の的確な運用などにより，

いわゆるペーパーカンパニー等の不良・不適格業

者の排除の徹底を図るとともに，上記の諸措置の

具体化に当たっても十分留意が必要である。

� グループ内企業の入札参加等

持株会社グループ内の複数の事業子会社が同一

工事の入札に参加するような場合，実効ある競争

の確保の観点から，競争参加に制限を加える措置

の検討が必要である。

� 建設産業の財務実態の的確な把握と企業評価

のあり方の見直し
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企業をとりまく会計制度が大きく変化する中

で，行政としても建設企業の財務実態を的確に把

握しその情報開示を促すとともに，企業評価のあ

り方を見直すことが重要である。

� 特定建設業許可への自己資本規制の導入等

特定建設業許可への自己資本規制の導入や，特

定 JVに係る経営悪化企業のスポンサー規制の導

入については，建設業許可制度のあり方の課題と

して，今後検討が必要である。

想定される再編パターン

今後想定される建設企業の連携にはさまざまな

パターンがありうるが，当面想定されるものとし

ては以下のとおり。

	事業補完型連携


地域補完型連携

�経営多角化等のための他企業の買収

�得意分野への経営資源集中


共同子会社等の活用

�異業種との連携

�専門分野を有する企業同士の連携

おわりに

今後，当報告の趣旨に従い，建設産業行政およ

び発注行政において速やかに施策の具体化を図る

ことが重要である。

とりわけ，国だけではなく，地方公共団体等を

含めて足並みをそろえた取り組みを期待してい

る。

今回検討課題とされた入札段階での保証制度等

の点についても，引き続き検討することが必要で

ある。

なお，当委員会では，バブル後の不良債権処理

に伴う大手ゼネコン等の再編を念頭に検討を行っ

たが，市場の縮小の中で，地方の中小・中堅建設

企業でも再編が迫られており，視野をさらに広げ

た検討を期待している。

○検討委員会メンバー（五十音順，敬称略）

厚谷 襄児 帝京大学法学部教授，日比谷総合法律事務所弁護士

大森 文彦 東洋大学法学部教授，大森法律事務所弁護士

金本 良嗣（座長） 東京大学大学院経済学研究科教授

東海 幹夫 青山学院大学経営学部・同大学院教授

二ノ宮隆雄 公認会計士（朝日監査法人代表社員）

畠中 薫里 政策研究大学院大学助教授

武藤 泰明 三菱総合研究所主席研究員

○これまでの検討委員会の経緯

平成１３年５月９日 第１回委員会 建設産業の再編に向けた基本的考え方について

６月４日 第２回委員会 建設産業の現状と今後の動向分析（アナリストからのヒアリング）

７月１３日 第３回委員会 建設産業の現状と今後の動向分析（建設業界からのヒアリング）

７月１６日 第４回委員会 論点整理

９月１０日 第５回委員会 中間とりまとめに向けた論点整理

１０月５日 第６回委員会 中間とりまとめ

１２月２７日 第７回委員会 多様な企業経営の実現に向けた条件整備について

平成１４年２月１日 第８回委員会 多様な企業経営の実現に向けた条件整備について

入札参加時点での保証制度等に係る検討状況について

４月９日 第９回委員会 最終報告
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